
枝幸町 端末整備・更新計画 
 

  令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

1 児童生徒数※ 404 392 395 383 374 
2 予備機を含む整備上限台数 465 455 454 440 430 
3 整備台数(予備機除く) 0 395 0 0 0 
4 3 のうち基金事業によるもの 0 395 0 0 0 
5 累積更新率(%) 0 100 100 100 100 
6 予備機整備台数 0 25 0 0 0 
7 6 のうち基金事業によるもの 0 25 0 0 0 
8 予備機整備率(%) 0 100 100 100 100 

※未到達年度においては推測値 
 
◎端末の整備・更新計画の考え方 
 令和 2 年度より整備した端末 555 台について、令和 7 年度に更新を行い、令和 8 年度より使用開始する。 
更新する端末数については、現在枝幸町における小中学校の児童生徒数は減少傾向であり、今後も減少する

ことが予想されるため、更新端末の使用開始となる令和 8 年度の児童生徒数を基準として 395 台とする。 
なお、予備機は文部科学省が示している「児童生徒数の 15%以内」の台数 59 台（395×0.15=59.25）以内と

し、また学校規模等を考慮して 25 台を購入する。 
 
◎更新対象端末の処分及び再利用について 
 対象台数：555 台 
 端末データの消去方法：自治体職員で実施 
 使用できる端末については各学校に配布し、予備機や補助端末として使用する。 
 劣化や破損により使用が困難になった端末については、小型家電リサイクル法の認定事業者に処分を依頼す

る。 
 



枝幸町 ネットワーク整備計画 
 

 令和 6 年度 

十分なネットワーク速度が確保でき

ている学校の割合 
100％ 

調査方法 
ネットワーク入口の帯域が当面の推奨帯域を 

満たしているかにより測定 
 
 
 町内小中学校全校において、文部科学省が示す学校規模ごとの当面の推奨帯域を満たしているが、時間帯や 
場所によっては接続が不安定、接続できない状態になる現象もみられるため、令和 7 年度以降ネットワークア 
セスメントの実施などを行い、改善を図っていく。 



枝幸町 校務 DX 計画 
 
当町では Microsoft365 を活用し、OneDrive を活用したファイルの管理共有、Teams を

利用した連絡や児童生徒の作成物の保存管理などにより、校務の効率化を進めていたが、教

職員それぞれのデジタル機器に関するスキル・知識、学校毎の ICT 教育やアプリの取り組

み具合、使用頻度等に差があるなどの課題も見られる。本町においては、主に次に掲げる事

項について重点的に推進する。 
 
 
1. 連絡や意見共有手段の充実 
教職員と児童生徒間、学校と教育委員会間、町内学校間の連絡手段や意見共有の目的で

Teams を導入しているが、学校によって活用頻度に差があるため、活用を推し進め充実を

図る。 
 
 
2. 学習支援、授業支援アプリの利活用 
現在導入しているアプリは令和 3 年度に 1 人 1 台端末と同時に導入し、継続して利用し

ている。その活用の中で明らかとなった長所、短所を踏まえ、導入アプリの見直しを検討す

る。 
 
 
3. FAX・押印・署名の見直し 
業務における連絡手段の 1 つとして FAX を利用しているが、各職員に対し個別のメール

アドレスの配布、Teams の導入など、インターネット回線による連絡体制はすでに整備し

ているため、徐々に移行していくよう推進していく。 
 
 
4. 情報セキュリティポリシー、活用ルールの改定と周知 
現行の端末活用のルールは端末導入時に作成したものであることから、現在の端末の使

用環境に対応できるよう、情報セキュリティポリシーや端末使用ルールの見直しを行い、周

知する。 



枝幸町 1 人 1 台端末の利活用に係る計画 
 
 
1. 1 人 1 台端末をはじめとする ICT 環境によって実現を目指す学びの姿 
カリキュラムマネジメントを充実させ、各教科等で育成を目指す資質・能力を明確化した

うえで、ICT および 1 人 1 台端末を活用し、個別最適な学び、協働的な学びの実現や、こ

れまでできなかった学習活動の実施や、家庭等学校外での学びの充実を図ります。 
 
 
2.  GIGA 第 1 期の総括 

1 人 1 台端末および通信ネットワーク機器の整備が町内全小中学校で完了し、ICT を活

用した学習環境が整った。学習支援・授業支援アプリを活用した学習もすすんでいるところ

であるが、学習アプリによる学習効果が感じられない、学習記録やダッシュボードの活用が

進んでいない、学校や教職員毎で端末の活用度合いにも差がある等の課題もみられるため、

これらの解決に向けて活用ルールや導入アプリの見直し等の検討も進めていく。 
 
 
3. 1 人 1 台端末の利活用方策 

(1)1 人 1 台端末の積極的活用 
  学校での授業や家庭学習、連絡等、引き続き様々な場面での端末活用を推進する。 
 

(2)個別最適・協働的な学びの充実 
 学習支援・授業支援アプリ等を用いて、児童生徒一人ひとりの学習進度に合わせた学習

やグループによる意見の交流、発表などの場面で端末を有効活用し、個別最適・協働的な

学びを推進する。 
 

(3)学びの保障 
 不登校など様々な事情を抱える児童生徒に対し、端末を活用した学習や教育相談など

の支援策について検討する。 


